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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第201期

第２四半期連結
累計期間

第202期
第２四半期連結
累計期間

第201期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 773,491 699,507 1,590,333

経常利益 （百万円） 19,574 49,173 21,425

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 6,882 28,429 8,291

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,323 36,250 16,774

純資産 （百万円） 348,127 380,771 350,217

総資産 （百万円） 1,659,987 1,655,514 1,633,488

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 44.57 184.23 53.71

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 44.54 184.09 53.67

自己資本比率 （％） 19.75 21.29 19.87

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 43,144 △2,721 99,018

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,685 △39,640 △47,977

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △40,145 31,842 △57,326

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 114,740 99,867 107,323

 

回次
第201期

第２四半期連結
会計期間

第202期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１

株当たり四半期純損失（△）
（円） △31.33 144.44

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２　売上高には，消費税等は含まれていません。

３　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており，前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経

営指標等については，当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

４　平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行なっています。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行なわれたと仮定し，１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当たり四半期純損失

及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しています。

５　金額及び比率は単位未満を四捨五入表示しています。
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２【事業の内容】

当社及び当社の関係会社（連結子会社151社，持分法適用非連結子会社及び持分法適用関連会社29社（平成30年９

月30日現在））においては，資源・エネルギー・環境，社会基盤・海洋，産業システム・汎用機械及び航空・宇

宙・防衛の４つの事業を主として行なっており，その製品は多岐にわたっています。

当第２四半期連結累計期間において，当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について，重

要な変更はありません。なお，主要な関係会社の異動は次のとおりです。

 

（社会基盤・海洋）

　第１四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，I&H Engineering Co.,Ltd.（ミャン

マー）を新たに連結の範囲に含めました。

 

（産業システム・汎用機械）

　第１四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，IHI DALGAKIRAN MAKINA SANAYI VE

TICARET A.S.（トルコ）を新たに連結の範囲に含めました。

 

（航空・宇宙・防衛）

　当第２四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，PW1100G-JM Engine Leasing, LLC

（米国）を新たに持分法適用関連会社としました。

 

（その他）

　第１四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，そうまＩグリッド合同会社を新たに

連結の範囲に含めました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において，新たに発生した事業等のリスクはありません。

また，前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は，当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は，設備投資の増加と個人消費の持ち直しが続く中，企業収益は改善傾

向を維持し，安定的に推移しました。世界経済については，米国の通商問題や欧州地域の政策に対する先行きの不

透明感はあるものの，米国の着実な成長に支えられ，総じて緩やかな成長が続きました。

 

このような事業環境下において，当社グループの当第２四半期連結累計期間の受注高は前年同期比9.2％減の

6,493億円となりました。また，売上高についても前年同期比9.6％減の6,995億円となりました。

損益面では，営業利益は，新型エンジンの販売増加に伴う民間向け航空エンジンの採算性低下があるものの，ボ

イラなどでの採算改善に加え，北米で遂行中のプロセスプラント案件の採算悪化が収まりつつあることなどから，

105億円増益の452億円となりました。経常利益は，営業外費用の減少や，持分法投資損益の好転などにより増益幅

が拡大し，295億円増益の491億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は，215億円増益の284億円と

なりました。

 

なお，前連結会計年度においては，一部の海外連結子会社の決算日を12月31日から３月31日に変更しており，該

当する連結子会社の会計期間が９か月となっています。この影響により，前第２四半期連結累計期間において売上

高で579億円，営業利益で14億円がそれぞれ増加しています。

 

当第２四半期連結累計期間の報告セグメント別の状況は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

報告セグメント

受注高 前第２四半期 当第２四半期 前年同期比

増減率
前第２

四半期

連結

累計期間

当第２

四半期

連結

累計期間

前年

同期比

増減率

(％)

連結累計期間 連結累計期間

(29.４～29.９) (30.４～30.９) (％)

売上高
営業

損益
売上高

営業

損益
売上高

営業

損益

資源・

エネルギー・

環境

2,074 1,419 △31.6 2,539 △50 1,946 115 △23.4 －

社会基盤・海洋 675 541 △19.8 666 56 607 40 △8.9 △28.0

産業システム・

汎用機械
2,463 2,372 △3.7 2,271 74 2,099 81 △7.5 9.6

航空・宇宙・防衛 1,811 1,981 9.4 2,154 295 2,244 239 4.2 △19.0

報告セグメント 計 7,024 6,315 △10.1 7,632 375 6,897 477 △9.6 27.2

その他 384 392 2.2 301 △2 304 4 1.3 －

調整額 △257 △213 － △198 △26 △207 △30 － －

合計 7,151 6,493 △9.2 7,734 346 6,995 452 △9.6 30.6

 

EDINET提出書類

株式会社ＩＨＩ(E02128)

四半期報告書

 4/28



<資源・エネルギー・環境>

受注高は，ボイラで前期に海外の大型案件を受注した反動により，減少しました。

売上高は，前期の報告期間統一の影響のほか，プロセスプラントにおいて前期に大型プロジェクトが進捗した反

動で減収となりました。

営業損益は，プロセスプラントで前期に生じた採算悪化が収まりつつあることや，ボイラの採算改善により，大

幅増益となりました。

 

<社会基盤・海洋>

受注高は，橋梁・水門で減少しました。

売上高は，橋梁・水門で増収となったものの，Ｆ－ＬＮＧ・海洋構造物やシールドシステムで減収となりまし

た。

営業利益は，Ｆ－ＬＮＧ・海洋構造物における前期からの反動や，交通システムで減益となりました。
 
<産業システム・汎用機械>

受注高は，前期の報告期間統一の影響により減少しましたが，この影響を除くと，物流・産業システムや車両過

給機，熱・表面処理などで実質的に増加しました。

売上高は，前期の報告期間統一の影響により減収となりましたが，この影響を除くと，熱・表面処理や車両過給

機などで実質的に増収となりました。

営業利益は，前期の報告期間統一の影響はあるものの，熱・表面処理の増収やパーキングなどの採算改善によ

り，増益となりました。
 

<航空・宇宙・防衛>

受注高は，防衛省向け航空エンジンで増加しました。

売上高は，民間向け航空エンジンで増収となりました。

営業利益は，民間向け航空エンジンにおいて，不具合対応費用の負担は減少したものの，新型のPW1100Gエンジ

ンの販売増加による影響などにより，減益となりました。
 
（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は，１兆6,555億円となり，前連結会計年度末と比較して220億円

増加しました。主な増加項目は，仕掛品などたな卸資産で313億円，前渡金など流動資産その他で239億円，投資

有価証券で185億円です。主な減少項目は受取手形及び売掛金で420億円，現金及び預金で74億円です。

負債は１兆2,747億円となり，前連結会計年度末と比較して85億円減少しました。主な減少項目は，支払手形及

び買掛金で292億円，未払費用など流動負債その他で138億円，受注工事損失引当金で58億円です。主な増加項目は

短期借入金で302億円，長期借入金で135億円です。

純資産は3,807億円となり，前連結会計年度末と比較して305億円増加しました。これには親会社株主に帰属する

四半期純利益284億円，剰余金の配当による減少46億円が含まれています。

以上の結果，自己資本比率は，前連結会計年度末の19.9％から21.3％となりました。
 
（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下，「資金」という）の残高は，前連結会計年度

末と比較して74億円減少し，998億円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動に使用された資金は27億円（前年同期は431億円の獲得）となりました。これは主に，たな卸資産の増

加や仕入債務の減少，過年度法人税等を含む法人税等の支払などによるものです。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用された資金は396億円（前年同期は46億円の使用）となりました。これは主に，有形及び無形固

定資産の取得による支出287億円，有価証券及び投資有価証券の取得による支出118億円などによるものです。
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって得られた資金は318億円（前年同期は401億円の使用）となりました。これは主に，短期借入金

の増加453億円などによるものです。
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（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結会計期間末の有利子負債残高はリース債務を含めて3,646億円となり，前連結会計年度末と比

較して423億円増加しました。

これは，主として事業活動による運転資金の増加及び投資資金の一部を外部借入等で調達したことによるもので

す。

また，資金の流動性については，主要銀行とのコミットメントライン契約や当座貸越枠，コマーシャル・ペー

パーなど多様な調達手段に加え，当第２四半期連結会計期間末において現金及び現金同等物998億円を有してお

り，十分な流動性を確保しています。

 

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における，グループ全体の研究開発活動の金額は153億円です。なお，当第２四半期

連結累計期間において，当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

（６）経営方針，経営戦略，対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において，経営方針，経営戦略，対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

当社グループは，平成27年11月に平成28年度を初年度とする３か年の中期経営計画「グループ経営方針2016」を

策定し，実行しています。「グループ経営方針2016」においては「収益基盤の強化」をテーマに掲げ，「新たな

ポートフォリオマネジメントによる集中と選択」，「プロジェクト遂行体制の強化による収益力向上」及び「グ

ループ共通機能（ソリューション，高度情報マネジメント，グローバルビジネス）の活用によるビジネスモデル変

革」の３つの取組みを進めています。

本経営計画の最終年度となる当連結会計年度は，経営環境，事業環境の不連続かつ激しい変化にスピーディに対

応しつつ，確固たる収益基盤を築くため，「変える元年」を当社グループのスローガンとして掲げ，全事業領域の

黒字化に加えて，事業構造及びビジネスモデルを「変える」取り組みを進め，その実現を目指しています。

 
 
（注）数値表記について，億円表示は切捨て，その他は四捨五入で表示しています。

 

３【経営上の重要な契約等】

（技術導入契約）

当第２四半期連結会計期間において，契約期間の延長により更新された重要な契約は，次のとおりです。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

当社

UNITED

TECHNOLOGIES

CORPORATION

米国
F135ターボ

ファンエンジン

契約品目の日本に

おける非独占製造権

平成25年10月17日から

平成39年９月30日まで

（注）上記契約については，平成36年９月30日までの契約を平成39年９月30日まで延長しました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 154,679,954 154,679,954

東京・名古屋

（市場第一部）

福岡・札幌

各証券取引所

単元株式数

100株

計 154,679,954 154,679,954 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には，平成30年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数，資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 154,679 － 107,165 － 54,520
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 9,297 6.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,743 5.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（三井住友信託銀行再信託分・株式会社東芝退

職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,542 3.58

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,406 3.49

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.（東京都港区港南二丁目15

番１号）

5,051 3.27

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託　みずほ

銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託

銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,597 2.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,875 2.50

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.（東京都港区港南二丁目15

番１号）

3,190 2.06

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,995 1.93

ＩＨＩ共栄会 東京都江東区豊洲三丁目１番１号 2,553 1.65

計 － 51,253 33.18

（注）１　株式数及び持株比率は単位未満を切捨て表示しています。

２　上記のうち，以下の所有株式は，当該各社の信託業務に係る株式です。

・日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社東芝退職給付信託口）

・みずほ信託銀行株式会社退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）

３　上記のうち，以下の株主は，海外の機関投資家の所有する株式の保管管理業務を行なうとともに，当該機関

投資家の株式名義人となっています。

・STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

・STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223
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４　株式会社みずほ銀行が提出した平成30年10月５日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において，同社

及びその共同保有者４社が平成30年９月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの，

当社として平成30年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないため，大株主の状況には含めて

いません。

氏名又は名称
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

株式会社みずほ銀行 4,597 2.97

みずほ証券 株式会社 324 0.21

みずほ信託銀行株式会社 218 0.14

アセットマネジメントOne株式会社 6,682 4.32

アセットマネジメントOneインターナショナル

（Asset Management One International Ltd.）
228 0.15

計 12,051 7.79
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

211,500

－ －

（相互保有株式）

普通株式

15,700

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

154,230,300
1,542,303 －

単元未満株式
普通株式

222,454
－

１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 154,679,954 － －

総株主の議決権 － 1,542,303 －

（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には，当社所有の自己株式が53株含まれています。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には，株式会社証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が700

株含まれています。また，「議決権の数」欄には，同機構名義の名義書換失念株式に係る議決権の数７個が

含まれています。

３　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には，業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board

Benefit Trust））」に係る信託口が保有する当社株式218,900株が含まれています。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

㈱ＩＨＩ

東京都

江東区豊洲

三丁目１番１号

211,500 － 211,500 0.14

（相互保有株式）      

近藤鉄工㈱

東京都

中央区八重洲

二丁目10番５号

14,200 － 14,200 0.01

      

皆川農器製造㈱

新潟県

三条市田島

二丁目20番13号

1,500 － 1,500 0.00

計  227,200 － 227,200 0.15

（注）株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式218,900株は，上記の自己保有株式には含まれていません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

（注）第３［提出会社の状況］に記載の金額は単位未満を切捨て表示しています。
 

EDINET提出書類

株式会社ＩＨＩ(E02128)

四半期報告書

10/28



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について，EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。

なお，新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって，名称をEY新日本有限責任監査法人に変更して

います。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 109,028 101,544

受取手形及び売掛金 ※２,※３ 400,330 ※２,※３ 358,308

製品 25,647 26,039

仕掛品 282,245 301,208

原材料及び貯蔵品 120,630 132,607

その他 59,758 83,727

貸倒引当金 △4,164 △4,562

流動資産合計 993,474 998,871

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 131,035 132,969

その他（純額） 218,011 218,103

有形固定資産合計 349,046 351,072

無形固定資産   

のれん 12,231 10,885

その他 23,789 22,946

無形固定資産合計 36,020 33,831

投資その他の資産   

投資有価証券 99,284 117,873

その他 157,388 155,824

貸倒引当金 △1,724 △1,957

投資その他の資産合計 254,948 271,740

固定資産合計 640,014 656,643

資産合計 1,633,488 1,655,514

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 304,928 ※３ 275,650

短期借入金 81,515 111,767

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 8,075 16,556

前受金 177,819 175,547

賞与引当金 26,119 25,379

保証工事引当金 53,727 49,594

受注工事損失引当金 27,266 21,416

その他の引当金 808 551

その他 131,398 117,560

流動負債合計 811,655 804,020

固定負債   

社債 50,000 40,000

長期借入金 172,533 186,055

退職給付に係る負債 154,125 154,018

関係会社損失引当金 1,188 1,209

その他の引当金 1,150 928

その他 92,620 88,513

固定負債合計 471,616 470,723

負債合計 1,283,271 1,274,743
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 107,165 107,165

資本剰余金 53,406 53,400

利益剰余金 153,564 177,190

自己株式 △879 △1,255

株主資本合計 313,256 336,500

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,034 4,189

繰延ヘッジ損益 △286 △5

土地再評価差額金 5,359 5,321

為替換算調整勘定 3,679 5,641

退職給付に係る調整累計額 559 743

その他の包括利益累計額合計 11,345 15,889

新株予約権 792 752

非支配株主持分 24,824 27,630

純資産合計 350,217 380,771

負債純資産合計 1,633,488 1,655,514
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 773,491 699,507

売上原価 640,486 560,680

売上総利益 133,005 138,827

販売費及び一般管理費 ※１ 98,383 ※１ 93,610

営業利益 34,622 45,217

営業外収益   

受取利息 825 519

受取配当金 615 624

持分法による投資利益 － 5,107

為替差益 393 2,470

その他 1,155 3,817

営業外収益合計 2,988 12,537

営業外費用   

支払利息 1,524 1,506

持分法による投資損失 11 －

契約納期遅延に係る費用 4,707 424

民間航空エンジン契約調整負担金 ※２ 6,488 －

その他 5,306 6,651

営業外費用合計 18,036 8,581

経常利益 19,574 49,173

特別利益   

関係会社株式売却益 － ※３ 4,187

事業譲渡益 ※４ 1,586 －

特別利益合計 1,586 4,187

特別損失   

減損損失 － ※５ 1,560

商業運転中のボイラ設備に係る和解関連費用 ※６ 2,932 －

特別損失合計 2,932 1,560

税金等調整前四半期純利益 18,228 51,800

法人税等 9,390 16,003

過年度法人税等 － ※７ 4,304

四半期純利益 8,838 31,493

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,956 3,064

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,882 28,429
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 8,838 31,493

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 355 1,929

繰延ヘッジ損益 △94 42

土地再評価差額金 － △12

為替換算調整勘定 2,754 2,234

退職給付に係る調整額 32 205

持分法適用会社に対する持分相当額 438 359

その他の包括利益合計 3,485 4,757

四半期包括利益 12,323 36,250

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 10,053 33,131

非支配株主に係る四半期包括利益 2,270 3,119
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 18,228 51,800

減価償却費 28,173 25,874

その他の償却額 2,927 4,176

減損損失 － 1,560

貸倒引当金の増減額（△は減少） 44 478

賞与引当金の増減額（△は減少） 844 △808

保証工事引当金の増減額（△は減少） 6,049 △4,145

受注工事損失引当金の増減額（△は減少） △13,876 △6,433

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,998 123

受取利息及び受取配当金 △1,440 △1,143

支払利息 1,524 1,506

為替差損益（△は益） △93 448

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △5 △4,199

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） － 10

持分法による投資損益（△は益） 11 △5,107

固定資産売廃却損益（△は益） 576 1,497

事業譲渡損益（△は益） △1,586 －

商業運転中のボイラ設備に係る和解関連費用 2,932 －

売上債権の増減額（△は増加） 30,940 43,062

前受金の増減額（△は減少） △11,466 △3,068

前渡金の増減額（△は増加） 8,688 △4,136

たな卸資産の増減額（△は増加） △36,323 △31,736

仕入債務の増減額（△は減少） 4,928 △29,878

未払費用の増減額（△は減少） 3,180 △5,464

その他の流動資産の増減額（△は増加） 824 △11,341

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,742 △5,917

未収消費税等の増減額（△は増加） 321 △4,256

その他 △1,155 △550

小計 44,501 12,353

利息及び配当金の受取額 1,585 1,461

利息の支払額 △1,466 △1,517

法人税等の支払額 △1,476 △15,018

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,144 △2,721
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 897 20

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △4,447 △11,842

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
19,311 3,421

有形及び無形固定資産の取得による支出 △24,425 △28,724

有形及び無形固定資産の売廃却による収支

（△は支出）
544 760

事業譲渡による収入 2,347 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △257 △15

長期貸付けによる支出 △8 △371

長期貸付金の回収による収入 10 15

投資その他の資産の増減額（△は増加） 820 △2,182

その他の固定負債の増減額（△は減少） 526 △735

その他 △3 13

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,685 △39,640

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △29,060 45,348

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △5,000 －

長期借入れによる収入 15,964 33,441

長期借入金の返済による支出 △17,476 △37,206

セール・アンド・リースバックによる収入 － 893

リース債務の返済による支出 △2,741 △4,258

自己株式の増減額（△は増加） － △3

自己株式取得目的の金銭の信託の設定による支出 △408 △419

配当金の支払額 △8 △4,620

非支配株主からの払込みによる収入 688 1,766

非支配株主への配当金の支払額 △2,104 △3,099

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,145 31,842

現金及び現金同等物に係る換算差額 543 2,540

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,143 △7,979

現金及び現金同等物の期首残高 115,911 107,323

非連結子会社の連結に伴う現金及び現金同等物の増

加額
－ 523

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △28 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 114,740 ※１ 99,867
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，I&H Engineering Co.,Ltd.，

IHI DALGAKIRAN MAKINA SANAYI VE TICARET A.S.，そうまＩグリッド合同会社を新たに連結の範囲に含めま

した。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間より，当社グループにおける重要性が増したため，PW1100G-JM Engine

Leasing, LLCを新たに持分法適用関連会社としました。

一方，Perkins Shibaura Engines LLC，Perkins Shibaura Engines Limitedの持分の全てを譲渡したこと

に伴い，持分法適用関連会社から除外しました。

 

（会計方針の変更）

（重要なヘッジ会計の方法の変更）

当社グループは，従来，外貨建金銭債権債務に係る為替予約については，振当処理の要件を満たす場合には

振当処理を行なっていました。また，特例処理の要件を満たす金利スワップについては，特例処理を行なって

いました。

グローバルな事業運営に適した管理方法の見直しを行なった結果，外貨建金銭債権債務とデリバティブ取引

の状況をより的確に連結財務諸表に反映させるため，第１四半期連結会計期間より原則的処理方法に変更して

います。

当該会計方針の変更は，過去の期間に与える影響額が軽微であるため，遡及適用していません。また，この

変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益，経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微です。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については，当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り，税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ています。ただし，見積実効税率を使用できない場合には，税金等調整前四半期純利益に法定実効税率を乗じ

て計算しています。

なお，法人税等調整額は，法人税等に含めて表示しています。

 

（追加情報）

（移転価格税制に基づく更正処分と今後の対応方針について）

当社は，平成25年３月期から平成28年３月期までの事業年度におけるタイの在外連結子会社との取引に関

し，東京国税局より移転価格税制に基づく更正処分を受け，加算税及び延滞税を含めた追徴税額4,304百万円

を「過年度法人税等」に計上しました。なお，当該追徴税額については平成30年７月に納付済みです。

当社としましては，グループ会社間の取引の価格設定に係る税務，いわゆる移転価格税制への対応につい

て，日本並びに各国の法令等を遵守し，適切な取引価格に基づき，適正な納税を行なってきたと認識していま

す。今回の更正処分に対しましては，処分の全部取り消しを求めて，平成30年９月に東京国税不服審判所に審

査請求を行ないました。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており，繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し，繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しています。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

（１）保証債務（注）

　　金融機関等からの借入金等に対する保証債務は次のとおりです。

前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

（一財）日本航空機エンジン協会 6,573百万円 （一財）日本航空機エンジン協会 7,280百万円

ALPHA Automotive Technologies LLC 1,400 ALPHA Automotive Technologies LLC 1,200

ＩＨＩグループ健康保険組合 492 日本エアロフォージ㈱ 442

日本エアロフォージ㈱ 472 従業員の住宅資金等借入保証 285

従業員の住宅資金等借入保証 299 中部セグメント㈱ 25

中部セグメント㈱ 25   

合計 9,261 合計 9,232

 

（２）保証類似行為（注）

　　金融機関等からの借入金等に対する保証類似行為は次のとおりです。

前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

従業員の住宅資金等借入保証 5,602百万円 従業員の住宅資金等借入保証 5,199百万円

ＩＨＩグループ健康保険組合 540   

合計 6,142 合計 5,199

 

（注）　以下のいずれかに該当する場合には，当社グループの負担額を表示しています。

①債権者への対抗要件を備えた共同保証等の保証契約で，当社グループの負担額が明示され，かつ，

他の保証人の負担能力に関係なく当社グループの負担額が特定されている場合。

②複数の保証人がいる連帯保証契約で，保証人間の取決め等により，当社グループの負担割合又は負

担額が明示され，かつ，他の連帯保証人の負担能力が十分であると判断される場合。

 

（３）その他

　　その他の事象に係る偶発債務は次のとおりです。

前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

当社は，タイの在外連結子会社との取引に関し，東京国

税局による移転価格税制に関する調査を受けています。

調査は現在継続中であり，現時点においては，

当社グループの財政状態及び経営成績に対する影響を合

理的に見積もることは困難であることから，当該事象に

よる影響は連結財務諸表には反映されていません。

－

 

※２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

受取手形割引高 97百万円 51百万円

受取手形裏書譲渡高 49 16
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※３　期末日満期手形

四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については，手形交換日をもって決済処理しています。

なお，当第２四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため，次の満期手形が当第２四半期連結会

計期間末日の残高に含まれています。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

受取手形 1,763百万円 2,026百万円

支払手形 1,300 1,018

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　主要な販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
　　至　平成30年９月30日）

引合費用 7,872百万円 7,516百万円

貸倒引当金繰入額 283 417

役員・従業員給与手当 （注） 37,263 35,136

旅費及び交通費 3,293 3,133

研究開発費 14,303 14,254

業務委託費 4,880 5,324

共通部門費受入額 2,083 1,753

減価償却費 5,026 4,437

 

（注）　前第２四半期連結累計期間には，賞与引当金繰入額6,077百万円，退職給付費用2,220百万円が含まれて

おり，当第２四半期連結累計期間には，賞与引当金繰入額6,219百万円，退職給付費用2,414百万円が含ま

れています。

 

※２　民間航空エンジン契約調整負担金

前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

当社が参画しているエンジンプログラムにおいて，お客さまとの契約に関連する一時的な費用負担が発

生することとなりました。この負担は，お客さまに納入する予定のエンジンの一部を運航サポート用のス

ペアエンジンへ振り向けることによるものです。これに伴い，当社はプログラムメンバーとして負担する

見込み額6,488百万円を営業外費用に計上しています。

 

※３　関係会社株式売却益

当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

当社は，100％子会社である㈱ＩＨＩアグリテック（以下，「IAT」という。）が行なっている産業用エ

ンジンを中心とする小型原動機事業を，米国キャタピラー社（Caterpillar Inc.）へ譲渡することとなり

ました。これに伴い，IATが直接又は間接的に保有していた小型原動機事業会社の株式売却及び持分譲渡

による売却益を関係会社株式売却益として特別利益に計上しています。

 

※４　事業譲渡益

前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

平成29年５月１日に当社の舶用機械事業を㈱相浦機械へ譲渡しました。また，平成29年７月１日に当社

の連結子会社である㈱ＩＨＩシバウラ（現㈱ＩＨＩアグリテック）の防災事業をニューホライズン キャ

ピタル㈱へ譲渡しました。これらの譲渡に伴い発生した譲渡益を事業譲渡益として特別利益に計上してい

ます。
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※５　減損損失

当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 場所 種類 金額 金額算定根拠

事業用資産 長野県松本市他 土地・建物他 1,532百万円 使用価値

事業用資産 愛知県知多市 建物他 28百万円 正味売却価額

（２）資産のグルーピングの方法

資産のグルーピングは，主として事業内容又は事業所単位とし，遊休資産は，原則として個々の

資産単位をグループとして取り扱っています。

（３）減損損失の認識に至った経緯

事業用資産については，事業譲渡決定に伴う事業損益の悪化などにより，帳簿価額を回収可能価

額まで減額しました。

（４）回収可能価額の算定方法

回収可能価額の算出については，正味売却価額（固定資産税評価額等を合理的に調整して算出し

た額，売却予定価額）と使用価値（割引率　主として5.8％）のいずれか高い金額を採用していま

す。

（５）減損損失の金額

減損処理額1,560百万円は減損損失として特別損失に計上しており，資産の種類ごとの内訳は次

のとおりです。

土地 484百万円

建物他 1,076百万円

合計 1,560百万円

 

※６　商業運転中のボイラ設備に係る和解関連費用

前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

過去に当社が製造しマレーシアへ納入したボイラ設備において，商業運転中に発生したボイラ損傷事故

の責任を巡って平成27年に当社と連結子会社に対して訴訟が提起されました。早期に解決して法的リスク

の低減を図ることが会社の利益にかなうと判断し，事故に対して一定の金額を負担することで和解しまし

たので，和解金及び弁護士費用等2,932百万円を特別損失に計上しています。

 

※７　過年度法人税等

当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

タイの在外連結子会社との取引に関し税務調査を受け，移転価格税制に基づく更正処分の通知を受領し

たことから，加算税及び延滞税を含めた追徴税額を「過年度法人税等」に計上しています。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

現金及び預金 116,894百万円 101,544百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,152 △1,675

担保に供している預金 △2 △2

現金及び現金同等物 114,740 99,867
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１. 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月１日

取締役会
普通株式 4,633 3

平成29年

９月30日

平成29年

12月４日
利益剰余金

（注）１．平成29年11月１日取締役会決議による配当金の総額には，株式給付信託（BBT）にかかる信託

口が保有する当社株式に対する配当金額３百万円が含まれています。

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行なっています。「１株当

たり配当額」につきましては，当該株式併合前の金額を記載しています。

 
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１. 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 4,633 30

平成30年

３月31日

平成30年

６月25日
利益剰余金

（注）平成30年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には，株式給付信託（BBT）にかかる信託

口が保有する当社株式に対する配当金額３百万円が含まれています。

 

２. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月１日

取締役会
普通株式 4,634 30

平成30年

９月30日

平成30年

12月７日
利益剰余金

（注）平成30年11月１日取締役会決議による配当金の総額には，株式給付信託（BBT）にかかる信託口が

保有する当社株式に対する配当金額７百万円が含まれています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期

連結損益

計算書

計上額

 

資源・

エネルギー・

環境

社会基盤・

海洋

産業システム

・汎用機械

航空・

宇宙・防衛
計

売上高          

（1）外部顧客への

売上高
252,490 63,718 223,584 214,440 754,232 19,259 773,491 － 773,491

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,486 2,938 3,517 1,043 8,984 10,841 19,825 △19,825 －

計 253,976 66,656 227,101 215,483 763,216 30,100 793,316 △19,825 773,491

セグメント利益

又は損失(△)

（営業利益又は

営業損失）

△5,093 5,663 7,439 29,530 37,539 △291 37,248 △2,626 34,622

（注）１．「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業であり，検査・計測事業及び関連する

機器等の製造，販売，その他サービス業等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額は，セグメント間取引に関わる調整額365百万円，各セグメントに配

分していない全社費用△2,991百万円です。

全社費用は，主に各セグメントに帰属しない一般管理費です。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（連結子会社の事業年度等に関する変更）

当連結会計年度から，IHI INC.など47社は，決算日を12月31日から３月31日に変更し，無錫石播増

圧器有限公司など８社は，３月31日に仮決算を行なって連結することに変更しました。

この結果，当第２四半期連結累計期間におけるIHI INC.など55社については，会計期間が９か月と

なっています。なお，当第２四半期連結累計期間に含まれる平成29年１月１日から３月31日までのセ

グメントごとの売上高は，資源・エネルギー・環境で28,902百万円，産業システム・汎用機械で

27,800百万円，航空・宇宙・防衛で183百万円です。また，営業利益は，産業システム・汎用機械で

1,616百万円，航空・宇宙・防衛で72百万円です。さらに，営業損失は，資源・エネルギー・環境で

117百万円，社会基盤・海洋で１百万円です。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期

連結損益

計算書

計上額

 

資源・

エネルギー・

環境

社会基盤・

海洋

産業システム

・汎用機械

航空・

宇宙・防衛
計

売上高          

（1）外部顧客への

売上高
193,474 57,239 206,022 223,372 680,107 19,400 699,507 － 699,507

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,131 3,508 3,951 1,094 9,684 11,093 20,777 △20,777 －

計 194,605 60,747 209,973 224,466 689,791 30,493 720,284 △20,777 699,507

セグメント利益

又は損失(△)

（営業利益又は

営業損失）

11,580 4,079 8,155 23,925 47,739 491 48,230 △3,013 45,217

（注）１．「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業であり，検査・計測事業及び関連する

機器等の製造，販売，その他サービス業等を含んでいます。

２．セグメント利益の調整額は，セグメント間取引に関わる調整額△80百万円，各セグメントに配

分していない全社費用△2,933百万円です。

全社費用は，主に各セグメントに帰属しない一般管理費です。

 

各報告セグメントに属する主な事業，製品・サービスは以下のとおりです。

報告セグメント 主な事業，製品・サービス

資源・エネルギー・環境

ボイラ，陸用原動機プラント，中型原動機，大型原動機，

プロセスプラント（貯蔵設備，化学プラント），原子力（原子力機器），

環境対応システム，医薬プラント

社会基盤・海洋

橋梁・水門，シールドシステム，交通システム，

コンクリート建材，都市開発（不動産販売・賃貸），

Ｆ－ＬＮＧ（フローティングＬＮＧ貯蔵設備，海洋構造物）

産業システム・汎用機械

物流・産業システム（物流システム，産業機械），

運搬機械，パーキング，熱・表面処理，車両過給機，

回転機械(圧縮機，分離装置，舶用過給機），

農機・小型原動機，製鉄機械，製紙機械

航空・宇宙・防衛
航空エンジン，ロケットシステム・宇宙利用（宇宙開発関連機器），

防衛機器システム

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「社会基盤・海洋」セグメントにおいて，事業用資産の減損損失を計上しています。なお，当該減

損損失の計上額は，当第２四半期連結累計期間においては28百万円です。

また，「産業システム・汎用機械」セグメントにおいて，事業用資産の減損損失を計上していま

す。なお，当該減損損失の計上額は，当第２四半期連結累計期間においては1,532百万円です。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は，前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありま

せん。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は，前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は，前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありま

せん。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎，潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は，以

下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 44円57銭 184円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
6,882 28,429

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株主に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
6,882 28,429

普通株式の期中平均株式数（千株） 154,398 154,315

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 44円54銭 184円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 123 112

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で，前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

　　（注）１　平成29年10月１日付で，普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行なっています。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行なわれたと仮定し，１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益を算定しています。

２　株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式を，期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めています。１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上，

控除した当該自己株式の期中平均株式数は，前第２四半期連結累計期間111,000株，当第２四半期連結累

計期間137,975株です。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成30年11月１日開催の取締役会において，当期中間配当に関し，次のとおり決議しました。

中間配当による配当金の総額…………………………4,634百万円

１株当たりの金額………………………………………30円

支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成30年12月７日

（注）１．平成30年９月30日現在の株主名簿に記録された株主及び登録株式質権者に対し，支払いを行ないます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月12日

株式会社ＩＨＩ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　井　上　秀　之　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　大　屋　浩　孝　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　髙　梨　洋　一　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｉ

ＨＩの平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成３０年７月

１日から平成３０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＩＨＩ及び連結子会社の平成３０年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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